
平成２４年度税制改正（地方税）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ６ 府 省 庁 名 国土交通省        

対象税目 個人住民税  法人住民税  住民税(利子割)  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ）

要望 
対外船舶運航事業の用に供する船舶に乗り組む船員に係る課税の見直し 

項目名 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要）  

  対外船舶運航事業の用に供する船舶に乗り組む船員 要望内容 

 （概要） 

・特例措置の内容  

個人住民税を外航日本人船員の勤務の実態に即したものにすべく、対外船舶運航事業の用に供する船舶

に乗り組んだ期間が6ヶ月以上である船員に係る個人住民税について、海外で乗船している期間を反映し

た課税となるよう見直す。 

 

 

 

  

地域主権の観点から、外航日本人船員に係る課税に関する自治体の自主的な判断を拡大する方向で見直

す。その一つの方策として、船員に対する個人住民税の還付中止を自治体に求めた平成元年８月１日付け

自治省内かんを廃止する。 

 

 

 

  

  

関係条文 地方税法第６条 

減収 
（初年度）  －  （－）    （平年度）  －  （－） （単位：百万円） 

見込額 

 外航日本人船員は長期間にわたる海上労働を通じ国民生活を支えるという極めて重要な役割を果たしてい

る。このことから、平成20年の海上運送法及び船員法の一部を改正する法律案に対する附帯決議においても、

船員税制の検討が盛り込まれているところである。外航日本人船員は勤務形態の特殊性により継続して日本

に居住していない期間が長期に渡るため、地方自治体の地域住民サービスの受益が制約されており、他の住

民との間に不公平が生じている。このため、個人住民税を外航日本人船員の勤務の実態に即したものにすべ

く、対外船舶運航事業の用に供する船舶に乗り組んだ期間が6ヶ月以上である船員に係る個人住民税につい

て、海外で乗船している期間を反映した課税となるよう見直すことが必要である。 

要望理由 

 

 また、平成23年度税制改正大綱では、地域主権改革を進めていく観点から、現行の地方税制度を「自主的

な判断」を拡大する方向で抜本的に改革していくこととされている。外航日本人船員は住居を日本に有する

が職務上の理由により長期にわたり日本にいないことから、自治体が住民税を減税すべきと判断した場合に

はその判断は尊重されるべきである。このため、外航日本人船員に対する課税に関する自治体の自主的な判

断を拡大する方向で見直す必要がある。その一つとして、船員に対する個人住民税の還付中止を自治体に求

めた平成元年８月１日付け自治省内かんを廃止することが必要である。 

 本要望に 

対応する 

縮減案 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

平成 20 年の海上運送法及び船員法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成20 年５

月21日衆議院国土交通委員会)において、「法改正の目的が達成されるよう、船舶の特別償却制

度、固定資産税、登録免許税等トン数標準税制以外の税制及び船員雇用に係る支援措置の充実

等により、国際的な競争条件の均衡化のため更なる制度改善に努めること。」と明記されている

ところである。 

 

 
政策の 

達成目標 

 税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 
 

 
同上の期間中

の達成目標 

 

 政策目標の 
 達成状況 
 

外航日本人船員約２，３００人 
要望の措置の  
適用見込み 

有

効

性 

 
要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 
当該要望項目  
以外の税制上の

支援措置 

 
予算上の措置等

の要求内容 
 

相

当

性 

及び金額 

 上記の予算上

の措置等と 
 

要望項目との

関係 

外航日本人船員は、乗船期間中、地方自治体の地域住民サービスの受益が制約されており、

他の住民との間に不公平が生じている。外航日本人船員に対する課税の方法を勤務の実態に即

したものに見直し、不公平を是正することは、課税の公平性の観点から妥当性を有する。 
要望の措置の 

妥当性 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 税負担軽減措置等の

適用による効果（手段

としての有効性） 

 

前回要望時の 

達成目標 

 前回要望時からの 
 達成度及び目標に 
 達していない場合の

理由  

平成８年度：個人住民税の税額の軽減措置の新設を要望（認められず） 

平成２２年度：個人住民税の税額の１／２の軽減措置の新設を要望（認められず） 

これまでの要望経緯 

ページ 6―3 

 
 


